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2022年6月27日(月曜日)
午後5時30分まで
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日 時 2022年6月28日(火曜日)午前10時
※受付開始は午前9時を予定しております。

場 所 東京都西東京市田無町六丁目1番12号
当社東京事業所会議室

議 案 ＜会社提案＞(第1号議案から第4号議案)
第1号議案 剰余金処分の件
第2号議案 定款一部変更の件
第3号議案 取締役9名選任の件
第4号議案 監査役2名選任の件
＜株主提案＞(第5号議案から第9号議案)
第5号議案 定款一部変更の件
第6号議案 定款一部変更の件
第7号議案 定款一部変更の件
第8号議案 取締役解任の件
第9号議案 取締役解任の件

・駐車場、駐輪場及び喫煙所のご用意はございません。
・事業所見学等は実施いたしません。
・当日ご出席の株主様へのお土産のご用意はございません。

証券コード 7762
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株 主 各 位 証券コード 7762
2022年6月6日

1

東京都西東京市田無町六丁目1番12号

代表取締役社長 佐藤 敏彦

第137期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、当社第137期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
なお、当日のご出席以外にも、以下のいずれかの方法によって議決権を行使することができますの

で、お手数ながら後記「株主総会参考書類」をご検討くださいまして、3ページに記載の「議決権行
使のご案内」をご確認のうえ、2022年6月27日（月曜日）午後5時30分までに議決権を行使いただ
きたく、お願い申し上げます。
〔書面（郵送）による議決権の行使〕
同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、上記の行使期限までに到着するようご返送くだ

さい。
〔インターネットによる議決権の行使〕
当社の指定する議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスしていただき、画面の

案内に従って、上記の行使期限までに賛否をご入力ください。
敬 具

● 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。
● 事業報告の「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」及び「会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在
り方に関する基本方針」、連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」及び「連結注記表」並びに計算書類の「株主資本等変動計算
書」及び「個別注記表」につきましては、法令及び定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載して
おりますので、本招集ご通知の添付書類には記載しておりません。

● 本招集ご通知の添付書類は、監査役及び会計監査人が監査した事業報告、連結計算書類及び計算書類の一部であります。
● 株主総会参考書類、事業報告並びに連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載
いたします。

当社ウェブサイト（https://www.citizen.co.jp/ir/stocks/meeting.html)
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記

1 日 時 2022年6月28日（火曜日）午前10時
※受付開始は午前9時を予定しております。

2 場 所 東京都西東京市田無町六丁目1番12号
当社東京事業所会議室

3 目的事項 報告事項 1．第137期（2021年4月1日から2022年3月31日まで）事業報
告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書
類監査結果報告の件

2．第137期（2021年4月1日から2022年3月31日まで）計算書
類報告の件

決議事項 ＜会社提案＞(第1号議案から第4号議案)＜株主提案＞(第5号議案から第9号議案)
第1号議案 剰余金処分の件 第5号議案 定款一部変更の件
第2号議案 定款一部変更の件 第6号議案 定款一部変更の件
第3号議案 取締役9名選任の件 第7号議案 定款一部変更の件
第4号議案 監査役2名選任の件 第8号議案 取締役解任の件

第9号議案 取締役解任の件

4 議決権行使の
ご案内 3ページに記載の「議決権行使のご案内」をご参照ください。

以 上

新型コロナウイルス感染拡大防止への対応についてのご案内
・感染拡大防止の観点から、本総会につきましては、極力、書面またはインターネットにより事前の議決権行使
をいただき、株主様の健康状態にかかわらず、当日のご来場をお控えいただくよう強くお願い申し上げます。

・ご用意できる席数が限られますので、当日ご来場いただいてもご入場をお断りする場合がございます。
・マスクを着用されていない株主様及び体調不良と見受けられる株主様につきましては、ご入場をお断りする場
合がございます。

・本総会の議事は、短時間で行う予定でございます。
・感染拡大の状況や政府等の発表内容等により、これらの対応を更新する場合がございますので、ご出席の際は、
1ページに記載の当社ウェブサイトをご確認ください。
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議決権行使のご案内
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株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
後記「株主総会参考書類」をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
出席する方法

当日ご出席の際は、お手数ながら、
同封の議決権行使書用紙を会場受付へ
ご提出ください。

株主総会開催日時

2022年6月28日（火曜日）
午前10時

書面（郵送）で議決権を
行使する方法

4ページの案内に従って、同封の議決
権行使書用紙に議案の賛否をご表示
のうえ、ご返送ください。

行使期限

2022年6月27日（月曜日）
午後5時30分到着分まで

インターネットで議決権
を行使する方法

5ページの案内に従って、議案の賛否を
ご入力ください。

行使期限

2022年6月27日（月曜日）
午後5時30分入力完了分まで

機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。
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議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
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こちらに議案の賛否をご記入ください。

第1号議案＜会社提案＞ 第2号議案

第3号議案＜会社提案＞ 第4号議案

第5号議案 － 第９号議案＜株主提案＞

・賛成の場合 「賛」の欄に〇印
・反対する場合 「否」の欄に〇印

・賛成の場合 「賛」の欄に〇印
・反対する場合 「否」の欄に〇印

・全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
・全員反対する場合 「否」の欄に〇印
・一部の候補者に
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

当社取締役会は、
株主提案議案のすべてに
反対しております。

各議案につき賛否の表示がない場合は、会社提案については「賛」、株主提案については「否」の表示が
あったものとしてお取り扱いします。
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インターネットによる議決権行使のご案内

5

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 午前9時～午後9時）

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

以降は、画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

QRコードを用いたログインは1回に限り可能
です。

1

見本

見本

以降は、画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使サイトにアクセスしてください。

https://evote.tr.mufg.jp/
1

3 新しいパスワードを登録してください。

「新しいパスワード」
を入力

「送信」を
クリック

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

郵送及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議決権行使書副票に記載のログインID、仮パスワードを入力する
ことなく、議決権行使サイトにログインすることができます。

議決権行使書副票（右側）に記載のQRコードを読み取って
ください。

再行使する場合またはQRコードを用いずに議決権を行使
する場合は、右の「ログインID・仮パスワードを入力する
方法」をご確認ください。

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワード」
を入力してください。
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郵便番号(パスワード)※に続けて2022
△△市□□区 1 ― 2 ― 3

様

〇〇〇―××××

見本

ログイン I D

株主番号(8桁)
XXXX-XXXX-XXXX-XXX

株主番号(ID)

１. 配信日時
2022年6月28日（火曜日） 午前10時から株主総会終了時刻まで
※ ライブ配信ページは、株主総会当日の午前9時30分頃からアクセス可能となります。

２. ご視聴の方法
(１) パソコンまたはスマートフォン等で以下のURLを直接ご入力いただくか、QRコードを読み込むかの方法により、

株主総会オンラインサイト「Engagement Portal」（以下、「本ウェブサイト」といいます。）へのアクセスをお
願いいたします。

URL https://engagement-portal.tr.mufg.jp/ （QRコード）

(２) 本ウェブサイトにて以下のID及びパスワードを入力し、利用規約をご確認のうえ「利用規約に同意する」にチ
ェックを入れた後、「ログイン」ボタンのクリックをお願いいたします。

① ID：議決権行使書用紙に記載されている「株主番号」（8桁の半角数字）
※ 議決権行使書を投函する前に、必ずお手元にお控えください。

② パスワード：2022年3月末（基準日）時点における
株主名簿上のご登録住所の「郵便番号」（ハイフンを除く7桁の半角数字）に続けて2022（4桁の半角数字）

※ パスワードに使用する郵便番号は、議決権行使書用紙に記載の郵便番号とは異なる場合がございます。

(３) 本ウェブサイトにて「当日ライブ視聴」ボタンをクリックし、利用規約をご確認のうえ「利用規約に同意する」
にチェックを入れた後、「視聴する」ボタンのクリックをお願いいたします。
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３. 視聴テストの方法
「２. ご視聴の方法」にてご案内の方法により本ウェブサイトにログインされた後、本ウェブサイト内の「視聴環

境テスト」ボタンより、事前に視聴環境のテストを行っていただくことが可能です。

４. ご視聴に関する留意事項
(１) やむを得ない事情により、ライブ配信を行うことができなくなる可能性がございます。その場合は、当社ウェブ

サイト（https://www.citizen.co.jp/ir/stocks/meeting.html）にてお知らせいたします。
(２) ライブ配信をご覧いただくことは、会社法上、株主総会への出席とは認められないため、議決権の行使やご質問

を含めた一切のご発言を行っていただくことはできません。議決権につきましては、3ページから5ページにて
ご案内の方法により事前に行使くださいますようお願い申し上げます。

(３) ご視聴は、株主様ご本人のみに限定させていただきます。
(４) ライブ配信の撮影・録画・録音・保存及びSNS等での公開等は、固くお断りいたします。
(５) インターネットの通信環境等により、映像及び音声の乱れ、配信の中断等の不具合が生じる場合がございますの

で、ご了承ください。
(６) ご使用の機器やネットワーク環境によっては、ご視聴いただけない場合がございます。
(７) 本ウェブサイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金、通信料金等）は、株主様のご負

担となります。

５. 株主総会へご出席される株主様へのご案内
ライブ配信用の会場の撮影につきましては、株主様のプライバシー等に配慮いたしますが、やむを得ずご出席の株

主様が映り込んでしまう場合がございます。ご了承ください。

【ライブ配信に関するお問い合わせ先】

① ID・パスワードに関するお問い合わせ
三菱UFJ信託銀行株式会社 0120-676-808 （通話料無料）

受付時間 午前9時から午後5時まで（土日祝日等を除く。）
ただし、株主総会当日は午前9時から株主総会終了時刻まで

② ネットワーク環境等の技術的な点に関するお問い合わせ
株式会社ブイキューブ (03)4503-6569

受付時間 2022年6月28日（火）午前9時から株主総会終了時刻まで
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＜会社提案(第1号議案から第4号議案まで)＞
会社提案
第1号議案 剰余金処分の件

当社は、株主の皆様への利益還元を重要な政策と位置付けており、配当及び自己株式取得の合計額の親会社株主に
帰属する当期純利益に対する比率を「株主還元性向」と捉え、3年間平均での株主還元性向を60％以上とすることを
基本方針としております。
当期の期末配当につきましては、連結業績との連動と安定配当のバランスを勘案し、以下のとおり、1株につき9円

（中間配当金9円を含め年間配当金は1株につき18円）といたしたいと存じます。

1．配当財産の種類
金銭

2．配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式1株につき金9円 配当総額2,687,303,439円

3．剰余金の配当が効力を生じる日
2022年6月29日

（ご参考）
第135期

（2019年度）
第136期

（2020年度）
第137期（当期）
（2021年度）

配当金額
（1株当たり年間配当金）

（百万円）
（円）

3,752
(12)

1,565
(5)

5,504
(18)

自己株式取得額 （百万円） 2,999 － 7,155

合 計 （百万円） 6,752 1,565 12,660

親会社株主に帰属する当期純利益 （百万円） △16,667 △25,173 22,140
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会社提案
第2号議案 定款一部変更の件

1．提案の理由
「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第1条ただし書きに規定する改正規定が2022年

9月1日に施行されることに伴い、株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供の規定（現行定款第15
条）が不要となるため、これを削除するとともに、株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置
をとる旨及び書面交付請求をした株主に交付する書面に記載する事項の範囲を限定するための規定を設けるもの
であります。また、これらの新設・削除に伴い、効力発生日等に関する附則を設けるものであります。

2．変更の内容
変更の内容は次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）
現 行 定 款 変 更 案

（株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供）
第15条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参考書類、事

業報告、計算書類および連結計算書類に記載または表示をす
べき事項に係る情報を、法務省令に定めるところに従いイン
ターネットを利用する方法で開示することにより、株主に対
して提供したものとみなすことができる。

（ 削 除 ）

（電子提供措置等）
（ 新 設 ） 第15条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参考書類等の

内容である情報について、電子提供措置をとるものとする。
２ 当会社は、電子提供措置をとる事項のうち法務省令で定め
るものの全部または一部について、議決権の基準日までに書
面交付請求した株主に対して交付する書面に記載しないこと
ができる。

（附則）
( 新 設 ） １．変更前定款第15条（株主総会参考書類等のインターネット開示

とみなし提供）の削除および変更後定款第15条（電子提供措置
等）の新設は、会社法の一部を改正する法律（令和元年法律第
70号）附則第1条ただし書きに規定する改正規定の施行の日で
ある2022年9月1日（以下「施行日」という。）から効力を生ず
るものとする。

２．前項の規定にかかわらず、施行日から6か月以内の日を株主総
会の日とする株主総会については、変更前定款第15条（株主総
会参考書類等のインターネット開示とみなし提供）はなお効力
を有する。

３．本附則は、施行日から6か月を経過した日または前項の株主総
会の日から3か月を経過した日のいずれか遅い日後にこれを削
除する。
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会社提案
第3号議案 取締役9名選任の件

取締役9名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役9名の選任をお願いするものでありま
す。
取締役候補者は次のとおりであります。

候補者番号 氏名 当社における地位及び担当 候補者属性 取締役会への出席状況

1 さ とう とし ひこ

佐藤 敏彦 代 表 取 締 役
社 長 － 再 任 17回／17回

（100％）

2 ふる かわ とし ゆき

古川 敏之 常 務 取 締 役 経営企画部・経理部・広報IR室・情報シ
ステム部担当 再 任 17回／17回

（100％）

3 おお じ よし たか

大治 良高 常 務 取 締 役 時計事業本部長 再 任 17回／17回
（100％）

4 なか じま けい いち

中島 圭一 取 締 役 － 再 任 17回／17回
（100％）

5 しら い しん じ

白井 伸司 取 締 役 時計事業本部製造技術センター長 再 任 17回／17回
（100％）

6 みや もと よし あき

宮本 佳明 取 締 役
グループリスクマネジメント、総務部
長、人事部・CSR室・環境マネジメント
室担当

再 任 17回／17回
（100％）

7 くぼ き と し こ

窪木 登志子 社 外 取 締 役 － 再 任
社 外
独 立

17回／17回
（100％）

8 おお さわ よし お

大澤 善雄 社 外 取 締 役 － 再 任
社 外
独 立

17回／17回
（100％）

9 よし だ かつ ひこ

吉田 勝彦 － － 新 任
社 外
独 立

－
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候補者番号 氏名（生年月日) 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社の株式の数

1
再 任

さ とう とし ひこ

佐藤 敏彦
(1955年11月16日生)

9,531株

1981年 4月 当社入社
2009年 8月 当社開発部長
2012年 4月 シチズンファインテックミヨタ㈱（現シチズンファインデバ

イス㈱）代表取締役社長
2015年 6月 当社取締役
2016年 4月 シチズン時計㈱取締役
2016年 4月 同社生産統括、製品開発事業部長、品質保証部担当
2016年10月 当社時計生産統括
2016年10月 当社製品開発本部長、品質保証部担当
2017年 4月 当社製品統括本部・品質保証統括部担当
2017年 4月 シチズン時計マニュファクチャリング㈱代表取締役社長
2017年 6月 当社常務取締役
2018年 4月 当社専務取締役
2019年 4月 当社代表取締役社長（現職）

取締役候補者とした理由 取締役会への出席状況

17回/17回
（100％）

当社グループのデバイス事業の運営や時計生産の統括を担った実績と経験等を
踏まえ、引き続き当社グループの企業価値向上への主導的な役割が期待できる
ことから、取締役候補者といたしました。

候補者番号 氏名（生年月日) 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社の株式の数

2
再 任

ふる かわ とし ゆき

古川 敏之
(1963年1月19日生)

7,631株

1986年 4月 当社入社
2009年 4月 当社IR広報室長
2010年 7月 当社経営企画部次長
2011年 6月 当社経営企画部長
2015年 4月 シチズン時計㈱取締役
2015年 4月 同社経営企画部長、経理部担当
2016年 6月 当社取締役
2016年 6月 当社経営企画部長
2016年 6月 当社経理部・広報IR室担当（現職）
2016年10月 当社情報システム部担当（現職）
2021年 4月 当社経営企画部担当（現職）
2022年 4月 当社常務取締役（現職）

取締役候補者とした理由 取締役会への出席状況

17回/17回
（100％）

当社のIR広報室長として投資家との対話や広報戦略に携わった後、当社の経営
企画部長として当社グループの経営戦略を策定してきた実績、当社の取締役と
して経営企画部及び経理部等を担当してきた実績と経験を踏まえ、引き続き当
社グループの企業価値向上への主導的な役割が期待できることから、取締役候
補者といたしました。
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候補者番号 氏名（生年月日) 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社の株式の数

3
再 任

おお じ よし たか

大治 良高
(1963年11月23日生)

13,008株

1986年 4月 当社入社
2005年 8月 当社時計事業統括本部マーケティング本部付（シンガポール

駐在）
2011年 6月 シチズン時計㈱管理本部事業管理部長
2011年 8月 同社戦略企画本部経営管理部長
2012年 7月 同社経営企画部長
2015年 4月 当社経営企画部長
2016年 6月 シチズン時計㈱執行役員
2016年 6月 同社製品開発事業部次長
2016年10月 当社執行役員
2016年10月 当社製品開発本部副本部長
2017年 4月 当社営業統括本部副本部長
2017年 6月 当社取締役
2019年 4月 当社商品開発本部長
2019年 4月 当社研究開発センター長
2019年 4月 当社時計開発本部長
2020年 4月 当社時計開発本部担当
2021年 1月 当社研究開発センター担当
2021年 4月 当社営業統括本部長、ムーブメント事業部担当
2022年 4月 当社常務取締役（現職）
2022年 4月 当社時計事業本部長（現職）

取締役候補者とした理由 取締役会への出席状況

17回/17回
（100％）

当社の海外子会社において時計販売に携わった後、当社及び当社の子会社にお
いて経営企画部長として当社グループの時計事業における経営戦略の推進を担
った経験と当社において時計の製品開発を推進してきた実績等を踏まえ、引き
続き当社グループ事業の推進への貢献が期待できることから、取締役候補者と
いたしました。

候補者番号 氏名（生年月日) 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社の株式の数

4
再 任

なか じま けい いち

中島 圭一
(1958年8月14日生)

23,398株

1982年 4月 当社入社
2001年 3月 Citizen Machinery Asia Co., Ltd.代表取締役社長
2004年 8月 シチズン精機㈱経営企画部長
2008年 3月 西鉄城（淄博）精密機械有限公司董事長
2008年 4月 シチズンマシナリー㈱管理本部長
2008年 6月 Citizen Machinery Asia Co., Ltd.代表取締役社長
2008年 6月 Citizen Machinery Vietnam Co., Ltd.代表取締役社長
2008年 6月 シチズンマシナリー㈱取締役
2009年 3月 ㈱ミヤノ（現シチズンマシナリー㈱）社外取締役
2010年 6月 シチズンマシナリー㈱執行役員
2011年 4月 シチズンマシナリーミヤノ㈱（現シチズンマシナリー㈱）

執行役員
2012年 4月 同社取締役執行役員
2013年 4月 同社代表取締役社長（現職）
2013年 6月 当社取締役（現職）

取締役候補者とした理由 取締役会への出席状況

17回/17回
（100％）

主として当社グループの工作機械事業に携わり、シチズンマシナリー㈱の代表
取締役社長として当社グループの工作機械事業全体を牽引し、当社の事業戦略
を推進してきた実績と経験を踏まえ、引き続き当社グループ事業の推進への貢
献が期待できることから、取締役候補者といたしました。
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候補者番号 氏名（生年月日) 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社の株式の数

5
再 任

しら い しん じ

白井 伸司
(1960年8月7日生)

10,978株

1984年 3月 御代田精密㈱（現シチズンファインデバイス㈱）入社
2010年 4月 広州務冠電子有限公司董事長
2011年 6月 シチズン時計ミヨタ㈱執行役員
2013年 4月 シチズン時計㈱執行役員
2013年 4月 同社技術開発本部商品開発センター長
2013年 8月 同社技術開発本部副本部長
2013年10月 同社製品開発事業部次長
2013年11月 新星表業（東莞）有限公司董事長
2016年 4月 新星工業有限公司董事長
2016年10月 当社執行役員
2016年10月 当社製品開発本部副本部長
2017年 4月 当社製品統括本部長
2017年 6月 当社取締役（現職）
2017年 6月 当社品質保証統括部担当
2019年 4月 当社製造技術本部長
2019年 4月 シチズン時計マニュファクチャリング㈱代表取締役社長（現職）
2022年 4月 当社時計事業本部製造技術センター長（現職）

取締役候補者とした理由 取締役会への出席状況

17回/17回
（100％）

当社の子会社において時計製造に携わった後、時計製造を担う子会社の経営を
担当してきた経験と当社及び当社の子会社において時計の製造及び時計に関す
る技術及び製品の開発を推進した実績等を踏まえ、引き続き当社グループ事業
の推進への貢献が期待できることから、取締役候補者といたしました。

候補者番号 氏名（生年月日) 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社の株式の数

6
再 任

みや もと よし あき

宮本 佳明
(1963年2月3日生)

9,495株

1990年 8月 当社入社
2009年 4月 シチズン時計㈱管理本部事業管理部副部長
2010年12月 同社企画本部戦略企画部副部長
2012年 4月 Citizen Watch Manufacturing (Thailand) Co., Ltd.代表取

締役社長
2014年 4月 Citizen Watch Europe GmbH代表取締役社長
2017年 4月 当社上席執行役員
2017年 4月 当社総務部長（現職）
2017年 6月 当社グループリスクマネジメント、人事部担当（現職）
2018年 6月 当社取締役（現職）
2019年 4月 当社CSR室・環境マネジメント室担当（現職）

取締役候補者とした理由 取締役会への出席状況

17回/17回
（100％）

当社グループの時計製造を担う海外子会社において新工場の立ち上げを推進し
た後、時計販売を担う海外子会社の経営を担当してきた経験と当社の取締役と
してグループリスクマネジメント、総務部及び人事部を担当した実績等を踏ま
え、引き続き当社グループの企業価値向上への主導的な役割が期待できること
から、取締役候補者といたしました。
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【社外取締役候補者】
候補者番号 氏名（生年月日) 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社の株式の数

7
再 任

くぼ き と し こ

窪木 登志子
(1960年2月26日生)

5,000株

1987年 4月 弁護士登録
2002年 2月 東京家庭裁判所調停委員（現職）
2009年 4月 会計検査院・退職手当審査会委員（現職）
2012年 4月 中央大学法科大学院客員教授（現職）
2013年12月 東京都中央区教育委員
2015年 6月 クオール㈱（現クオールホールディングス㈱）社外取締役

（現職）
2015年 6月 (一社)共同通信社社外監事（現職）
2016年 6月 当社社外監査役
2019年 6月 当社社外取締役（現職）
2021年12月 中央区特別職報酬等審議会委員（現職）

社外取締役候補者とした理由及び期待する役割の概要 取締役会への出席状況

17回/17回
（100％）

弁護士としての専門的見地及び会社の社外取締役としての経験を当社の経営の
チェックや監督に活かしていただくことに加え、独立した客観的な立場で当社
の代表取締役社長の選定や役員報酬等の決定過程における監督機能を担ってい
ただくことを期待して、引き続き社外取締役候補者といたしました。同氏は、
これまで社外取締役または社外監査役となること以外の方法で会社の経営に関
与したことはありませんが、弁護士として会社法務に精通しており、社外取締
役としての職務を適切に遂行できるものと判断しました。

候補者番号 氏名（生年月日) 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社の株式の数

8
再 任

おお さわ よし お

大澤 善雄
(1952年1月22日生)

－株

2003年 4月 住友商事㈱理事ネットワーク事業本部長
2005年 4月 同社執行役員ネットワーク事業本部長
2007年 4月 同社執行役員メディア事業本部長
2008年 4月 同社常務執行役員メディア・ライフスタイル事業部門長
2008年 6月 同社代表取締役常務執行役員
2011年 4月 同社代表取締役専務執行役員
2013年 6月 SCSK㈱代表取締役社長兼COO
2015年 4月 同社代表取締役社長
2016年 4月 同社取締役会長
2017年 4月 同社取締役
2018年 3月 キヤノンマーケティングジャパン㈱社外取締役（現職）
2019年 6月 当社社外取締役（現職）

社外取締役候補者とした理由及び期待する役割の概要 取締役会への出席状況

17回/17回
（100％）

経営者としての豊富な経験と幅広い見識を当社の経営のチェックや監督に活か
していただくことに加え、独立した客観的な立場で当社の代表取締役社長の選
定や役員報酬等の決定過程における監督機能を担っていただくことを期待し
て、引き続き社外取締役候補者といたしました。
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候補者番号 氏名（生年月日) 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社の株式の数

9
新 任

よし だ かつ ひこ

吉田 勝彦
(1954年4月5日生)

－株

2007年 6月 花王㈱執行役員
2012年 6月 同社常務執行役員
2014年 3月 同社代表取締役常務執行役員
2015年 3月 同社代表取締役専務執行役員
2019年10月 (一社)日本子育て支援協会理事長（現職）

社外取締役候補者とした理由及び期待する役割の概要

経営者としての豊富な経験と幅広い見識を当社の経営のチェックや監督に活か
していただくことを期待して、新たに社外取締役候補者といたしました。

（注）1．略歴中にある「シチズン時計㈱」は、当社が2007年4月2日に新設分割により設立した子会社であり、2016年10月1日に当社と
の合併により解散いたしました。

2．所有する当社の株式の数には、持株会における持分を含んでおります。
3．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
4．当社は、候補者 窪木登志子及び大澤善雄の両氏が社外取締役として期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第427条第
1項の規定に基づき、両氏との間で、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、両氏の再任をご承認いた
だいた場合には、当該契約を継続する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、1,000万円または法令に定め
る最低責任限度額のいずれか高い額であります。また、当社は、候補者 吉田勝彦氏の選任をご承認いただいた場合、同氏が社外
取締役として期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第427条第１項の規定に基づき、同氏との間で、同法第423条第1
項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、1,000万円または法令
に定める最低責任限度額のいずれか高い額とする予定であります。

5．当社は、保険会社との間で会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、被保険者が職務の執行に
関して行った行為（不作為を含みます。）に起因して損害賠償請求がなされたことにより被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等
を当該保険契約により填補することとしております。ただし、法令に違反することを被保険者が認識しながら行った行為に起因す
る損害は填補されないなどの免責事由があります。各候補者が取締役に就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。保
険料は当社が負担しており、被保険者の保険料負担はありません。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を
予定しております。

6．候補者 窪木登志子、大澤善雄及び吉田勝彦の各氏は、社外取締役候補者であります。当社は、窪木登志子及び大澤善雄の両氏を
東京証券取引所の定める独立役員に指定し、届け出ております。また、吉田勝彦氏を東京証券取引所の定める独立役員に指定し、
届け出る予定であります。
窪木登志子及び大澤善雄の両氏の社外取締役の在任期間は、本総会終結の時をもって3年であります。

7．候補者 吉田勝彦氏は、2022年6月24日開催予定の川崎重工業㈱第199期定時株主総会において同社の社外取締役に選任されま
したら、同社の社外取締役に就任する予定であります。
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会社提案
第4号議案 監査役2名選任の件

本総会終結の時をもって、監査役 赤塚 昇氏は任期満了となり、髙田喜雄氏は辞任されますので、監査役2名の
選任をお願いするものであります。
監査役候補者は次のとおりであります。
なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。

候補者番号 氏名（生年月日) 略歴、当社における地位及び重要な兼職の状況 所有する当社の株式の数

1
再 任

あか つか のぼる

赤塚 昇
(1958年6月7日生)

4,850株

1981年 4月 ㈱第一勧業銀行入行
2005年 5月 ㈱みずほコーポレート銀行（現㈱みずほ銀行）アジア営業部長
2007年10月 同行海外営業推進部長
2008年 4月 同行営業第十八部長
2009年 4月 同行執行役員
2011年 6月 東京センチュリーリース㈱常務執行役員
2016年 3月 同社顧問
2016年 4月 富士通リース㈱取締役会長
2018年 6月 当社常勤監査役（社外監査役）（現職）

監査役候補者とした理由 取締役会への出席状況

銀行及び会社の経営者を長年務めたことにより高い知識や経験を有しており、
これを当社の監査に活かしていただくことが期待できるため、引き続き社外監
査役として適任と判断いたしました。

17回/17回
（100％）

監査役会への出席状況

13回/13回
（100％）
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候補者番号 氏名（生年月日) 略歴、当社における地位及び重要な兼職の状況 所有する当社の株式の数

2
新 任

やなぎ かず のり

柳 和徳
(1963年2月3日生)

6,752株

1986年 4月 当社入社
2007年 4月 シチズン時計㈱管理本部経理部長
2011年 8月 同社経理部長
2012年 4月 シチズン宝飾㈱執行役員
2014年 3月 ROYAL TIME CITI CO., LTD.取締役
2014年 8月 同社代表取締役社長
2017年 4月 同社取締役
2019年 4月 シチズン時計マニュファクチャリング㈱取締役（現職）

監査役候補者とした理由

当社において主として会計業務に携わり、当社の子会社において経理部門の責
任者を歴任した後、代表取締役社長として当社の子会社の経営を担った経験を
有しており、これを当社の監査に活かすことが期待できることから、新たに監
査役候補者といたしました。

（注）1．略歴中にある「シチズン時計㈱」は、当社が2007年4月2日に新設分割により設立した子会社であり、2016年10月1日に当社と
の合併により解散いたしました。

2．所有する当社の株式の数には、持株会における持分を含んでおります。
3．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
4．当社は、赤塚 昇氏が監査役として期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第427条第1項の規定に基づき、同氏との間
で、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、同氏の再任をご承認いただいた場合には、当該契約を継
続する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、1,000万円または法令に定める最低責任限度額のいずれか高
い額であります。また、当社は、柳 和徳氏の選任をご承認いただいた場合、同氏が監査役として期待される役割を十分に発揮で
きるよう、会社法第427条第1項の規定に基づき、同氏との間で、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予
定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、1,000万円または法令に定める最低責任限度額のいずれか高い額とす
る予定であります。

5．当社は、保険会社との間で会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、被保険者が職務の執行に
関して行った行為（不作為を含みます。）に起因して損害賠償請求がなされたことにより被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等
を当該保険契約により填補することとしております。ただし、法令に違反することを被保険者が認識しながら行った行為に起因す
る損害は填補されないなどの免責事由があります。各候補者が監査役に就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。保
険料は当社が負担しており、被保険者の保険料負担はありません。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を
予定しております。

6．候補者 赤塚 昇氏は、社外監査役候補者であります。当社は、同氏を東京証券取引所の定める独立役員に指定し、届け出ており
ます。
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（ご参考）

社外役員の独立性判断基準

当社は、当社の社外役員又はその候補者が、当社が合理的に可能な範囲で調査した結果、次に掲げるいずれの項目
にも該当しない場合に、当該社外役員又は社外役員候補者は一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立性を有す
るものと判断します。

(1) 現在又は過去において、当社グループ（当社及びその子会社から成る企業集団をいう。以下同じ。）の役員（当社
の社外取締役及び社外監査役を除く。）又は使用人であった者

(2) 当社を主要な取引先とする者（注1）又はその業務執行者（会社法施行規則（平成18年法務省令第12号）第2条第3
項第6号に規定する業務執行者をいう。以下同じ。）

(3) 当社の主要な取引先（注2）又はその業務執行者
(4) 当社グループから役員報酬以外に1,000万円以上の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家又
は法律専門家（当該財産を得ている者が法人、組合等の団体である場合は、当該団体に所属する者をいう。）

(5) 当社グループから1,000万円以上の金銭その他の財産による寄附を受けている者（当該寄附を得ている者が法人
又は組合等の団体である場合は、当該団体に所属する者をいう。）

(6) 直接又は間接に、当社の総株主の議決権の10％以上を有する者又はその業務執行者
(7) 当社グループの役員又は使用人が他の会社の社外役員である場合であって、当該他の会社の当該社外役員以外の
役員又は使用人が、当社の社外役員又はその候補者である場合の当該役員又は使用人

(8) 当社の最終事業年度及び過去3事業年度において、(2)から(7)に該当する者
(9) (1)から(8)までに掲げる者の配偶者又は二親等内の親族

（注１）「当社を主要な取引先とする者」とは、当該取引先の当社グループに対する売上高が当該取引先グループ（当
該取引先並びにその親会社及びその子会社から成る企業集団をいう。以下同じ。）の連結売上高の2％以上で
ある者をいう。

（注２）「当社の主要な取引先」とは、当社グループの当該取引先グループに対する売上高が当社の連結売上高の2％
以上である者をいう。
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（ご参考）

取締役のスキル・マトリックス

本招集ご通知記載の候補者を原案どおり選任いただいた場合の各取締役に期待する役割は次のとおりであります。

氏名 企業経営／
経営戦略

販売／マーケ
ティング／DX

研究開発／
テクノロジー 国際ビジネス 人財開発／

ダイバーシティ 財務／会計 ESG／サステ
ナビリティ

佐藤敏彦 ● ● ●

古川敏之 ● ● ●

大治良高 ● ● ●

中島圭一 ● ● ●

白井伸司 ● ● ●

宮本佳明 ● ● ●

窪木登志子 ● ● ●

大澤善雄 ● ● ●

吉田勝彦 ● ● ●

（注）各取締役に期待する役割を最大3項目まで記載しております。
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＜株主提案(第5号議案から第9号議案まで)＞
第5号議案から第9号議案までは、株主様1名（議決権の数337個）（以下、「本提案株主」といいます。）からのご提
案によるものであります。
以下の提案内容及び提案理由は、提案内容を明確化するなどの観点から、本提案株主の承諾を得て行った修正を除
き、本提案株主から提出された株主提案書の該当箇所を原文のまま掲載しております。

株主提案
第5号議案 定款一部変更の件

1．提案内容
取締役報酬は原則として、個別に開示する。

2．提案理由
個別の取締役報酬の開示は、経営の透明性を高める観点から重要事項であるため。また、株主が取締役個別の選
任、解任をする際の判断事項であるため。更に、そもそも取締役報酬の総額と支給人員のみの開示記載や、個人
別の取締役報酬の決定方針等の不明瞭な記載は個別取締役そのものの選任、解任の判断材料としては全く不十分
なため。

当社取締役会の意見
反対 取締役会としては、以下の理由により、本議案に反対いたします。

当社は、取締役の報酬等に関する事項につきましては、事業報告において法令に従い適正に開示しており、また、
取締役の選任に係る議案をご検討いただくにあたって必要な情報につきましては、株主総会参考書類において法令
等に従い適正に開示しております。
当社は、任意の機関として、報酬委員会を設置しております。同委員会は、委員の過半数を社外取締役が占め、

委員の互選によって定める社外取締役が委員長を務めております。同委員会が取締役の報酬等の内容を決定するこ
とにより、取締役の報酬等に関する透明性を高めております。
取締役会は、定款に本議案のような規定を設けることは不要と判断しておりますので、本議案に反対いたします。
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株主提案
第6号議案 定款一部変更の件

1．提案内容
株主総会は公正明瞭に執り行なう。

2．提案理由
一般株主の質問時において、社員や社員株主等による質問者への、複数回の連続した質問妨害による威嚇があっ
たため。また、議長が株主質問に対して正確に回答しにくい場合は、回答するにふさわしい担当役員等を回答者
に指名し、できるだけ丁寧に明瞭に回答することが望ましいが、その点全く不十分であったため。更に、企業の
最高意思決定機関である株主総会の議案採決方法は、拍手等の透明性のない不明瞭な方法ではなく、当日までの
議決権行使結果や当日の出席株主の状況を加味した各議案の賛成割合（％）を明示して、出席株主の理解を得て
行うことが望ましいため。

当社取締役会の意見
反対 取締役会としては、以下の理由により、本議案に反対いたします。

当社は、株主総会の運営において、回答者の指名、採決の方法の選択及び議決権行使結果の開示を含めて、適正
な運営に努めており、今後も継続してまいります。
提案理由に「社員や社員株主等による質問者への、複数回の連続した質問妨害による威嚇」とありますが、その

ような事実はございません。これは本提案株主が議長の発言を議長以外の者による発言と誤認したものであり、当
社の説明により、事実誤認であったことを既に本提案株主にご理解いただいております。
取締役会は、定款に本議案のような規定を設けることは不要と判断しておりますので、本議案に反対いたします。
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株主提案
第7号議案 定款一部変更の件

1．提案内容
取締役会は原則として、最高経営責任者と取締役会議長の兼任を禁止し、社外取締役を議長とする。

2．提案理由
業務執行を行わない、独立した立場の社外取締役を議長とすることが、企業価値向上や株主権利保護といった観
点から、企業経営の監督とガバナンス効果を高め、より公正な取締役会決議を行えるため。

当社取締役会の意見
反対 取締役会としては、以下の理由により、本議案に反対いたします。

取締役会の議長と最高経営責任者を分離することについて議論があることは、当社においても承知しております
が、現時点における当社の取締役会では業務内容に精通した取締役社長が取締役会の議長を務め、取締役会の3分
の1を占める独立性の高い社外取締役による経営のチェックや監督を受けることが適切であると考えております。
当社は、任意の機関として、指名委員会を設置しております。同委員会は、委員の過半数を社外取締役が占め、

委員の互選によって定める社外取締役が委員長を務めております。同委員会による提案に基づく取締役会決議によ
り取締役社長を選定することで、取締役社長等の選定に関する透明性を高めております。
取締役会は、定款に本議案のような規定を設けることは不要と判断しておりますので、本議案に反対いたします。
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株主提案
第8号議案 取締役解任の件

1．提案内容
佐藤敏彦氏の取締役解任を求める。

2．提案理由
佐藤敏彦氏が代表取締役社長就任以来、残念ながら株式時価総額が株主資本（企業解散価値）をほとんど常時下
回り、企業価値の毀損を招いたため。

当社取締役会の意見
反対 取締役会としては、以下の理由により、本議案に反対いたします。

取締役社長佐藤敏彦氏は、新型コロナウイルスの感染拡大などの急激な経営環境の変化の中、業績の急速な回復
の達成において主導的な役割を果たしてまいりました。引き続き当社グループの企業価値向上への主導的な役割が
期待できることから、解任の理由はなく、取締役会は、本議案に反対いたします。
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株主提案
第9号議案 取締役解任の件

1．提案内容
宮本佳明氏の取締役解任を求める。

2．提案理由
総務部長として残念ながら、株主総会運営責任者としてのリスクマネジメントに欠けるため。補足すれば、株主
総会時に、一般株主に不快な感じを持たせ、株主に株主提案の惹起に至らしめたため。

当社取締役会の意見
反対 取締役会としては、以下の理由により、本議案に反対いたします。

第6号議案に対する当社取締役会の意見に記載のとおり、本提案株主による事実誤認に基づくものであることか
ら、本議案に理由はなく、取締役会は、本議案に反対いたします。

以 上
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Ⅰ 企業集団の現況に関する事項
1．事業の経過及びその成果
当期の国内経済は、新型コロナウイルスの感染拡大による影響から徐々に持ち直しの動きが見られていましたが、

新たな変異株の蔓延や半導体を中心とした部材不足などの影響を受け先行き不透明感が強まる状況で推移しました。
また、北米及び欧州経済も同様に新型コロナウイルスの感染再拡大や物価上昇による個人消費の落ち込みが懸念され
る中、全体的に回復傾向を維持しました。アジア経済は、中国市場において経済活動の制限による先行き不透明感か
ら景気は低迷したほか、その他のアジア地域も感染の抑制状況により回復に違いが出る展開となり、経済活動は勢い
を欠くものとなりました。
このような情勢のもと、当社グループは従来のものづくりだけでなく、今までにない新たな価値創造に挑戦すべく、

時計事業及び工作機械事業の成長促進、サステナブル経営の推進、品質コンプライアンスの強化を図ってまいりまし
た。
当期の連結業績は、売上高は2,814億17百万円（前期比36.2％増）、営業利益は222億73百万円（前期は95億51

百万円の営業損失）と増収増益となりました。また、経常利益は273億42百万円（前期は41億43百万円の経常損
失）、親会社株主に帰属する当期純利益は221億40百万円（前期は251億73百万円の親会社株主に帰属する当期純損
失）といずれも増益となりました。

（連結業績）
売上高 2,814億17百万円 （前期比 36.2％増）

営業利益 222億73百万円 （前期は95億51百万円の営業損失）

経常利益 273億42百万円 （前期は41億43百万円の経常損失）

親会社株主に帰属する当期純利益 221億40百万円 （前期は251億73百万円の
親会社株主に帰属する当期純損失）
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46.6%

売上高構成比

136期
（前期）

137期
（当期）

連結売上高 （単位：億円）

37.1％増

136期
（前期）

137期
（当期）

連結営業利益 （単位：億円）

956

△81

1,310 103

企業集団の事業区分別売上状況は次のとおりであります。

時計事業

ウオッチ販売のうち、“CITIZEN” ブランドの国内市場は、最上位ブランドである「The CITIZEN」のメカニカル
モデルや機械式時計ブランド「CITIZEN Series 8」などの新製品を投入し高い評価を得ることができました。しか
し、度重なる感染拡大防止対策等により消費の回復は弱いものとなり、売上は小幅な回復に留まりました。
海外市場のうち北米市場は物流の混乱や急激なインフレなどのマイナス要因を抱える中、個人消費の回復が堅調に
進み、ジュエリーチェーンや百貨店などの実店舗販売に加えEC販売も好調に推移しました。また、欧州市場において
も足元の回復ペースは弱含みながらも、経済活動の再開に向けた動きを背景に安定的に推移しました。アジア市場は、
中国市場が前年比増収を確保したものの、景況感の悪化を受け回復ペースは徐々に鈍化傾向をたどりました。また、
その他アジア地域は新型コロナウイルスの感染拡大状況によって違いはあるものの、緩やかな回復となりました。
“BULOVA” ブランドは、主力の北米市場においてEC販売、実店舗販売が大きく売上を伸ばし、増収となりまし

た。
ムーブメント販売は、機械式ムーブメントが堅調に推移したことに加え、北米市場向けなどで高付加価値アナログ
クオーツムーブメントも売上を伸ばし、増収となりました。
以上の結果、時計事業全体では、依然として新型コロナウイルスの感染拡大の影響が拭えない中、EC販売の強化に

向けた取組みの加速や、流通に適した製品展開を進めた結果、売上高は1,310億72百万円（前期比37.1％増）と、増
収となりました。営業利益においては、主に海外市場の売上回復と2020年度に実施した事業構造改革の効果が寄与
したことにより、103億5百万円（前期は81億92百万円の営業損失）と、増益となりました。
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28.8%

売上高構成比

136期
（前期）

137期
（当期）

連結売上高 （単位：億円）

73.4％増

328.9％増

136期
（前期）

137期
（当期）

連結営業利益 （単位：億円）

467
29

810 125

工作機械事業

工作機械事業は世界的な部材不足の影響による長納期化が進む中、国内市場は自動車向けの回復に遅れが見られて
いるものの、半導体関連をはじめ、建機、住宅設備関連など幅広い業種で引き続き受注は好調を維持し、増収となり
ました。海外市場は、中国市場で医療、通信、自動車関連等が伸長したほか、欧州市場も特にドイツ、イタリア等に
おいて自動車関連を中心に堅調さを保ち、大幅な増収となりました。また、米州市場においても医療関連を中心に積
極的な設備投資が継続しており、増収となりました。
以上の結果、工作機械事業全体では従来より取り組んできたLFV（低周波振動切削）技術を搭載した製品の拡大も

寄与し、売上高は810億11百万円（前期比73.4％増）と、増収となりました。また、好調な市況を受け大きく売上が
伸長したことにより、営業利益は125億91百万円（前期比328.9％増）と、増益となりました。
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17.8%

売上高構成比

136期
（前期）

137期
（当期）

連結売上高 （単位：億円）

9.0％増

136期
（前期）

137期
（当期）

連結営業利益 （単位：億円）

459

△4

500 28

デバイス事業

精密加工部品のうち自動車部品は、世界的な半導体の供給不足による自動車メーカーの減産の影響を受け、足元は
苦戦を強いられましたが増収を確保しました。スイッチは、顧客の在庫調整の影響を受けスマートフォン向けが低調
に推移し、減収となりました。
オプトデバイスのうちチップLEDは、アミューズメント向け等の受注が落ち込んだものの、車載向けLEDや照明用
LEDが順調に売上を伸ばし、増収となりました。
その他部品は、水晶デバイスが引き続きIoT製品の拡大やデジタル化の進展に伴い幅広い分野で需要が増加している
ほか、小型モーターも医療関連や半導体関連が堅調に推移し、その他部品全体で増収となりました。
以上の結果、デバイス事業全体では、売上高は500億45百万円（前期比9.0％増）と、増収となりました。営業利
益においては、売上の回復が寄与し、28億64百万円（前期は4億93百万円の営業損失）と、増益となりました。
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6.9%

売上高構成比

136期
（前期）

137期
（当期）

連結売上高 （単位：億円）

4.9％増

197.5％増

136期
（前期）

137期
（当期）

連結営業利益 （単位：億円）

183

3

192 11

電子機器他事業

情報機器は、フォトプリンターの需要が回復傾向にあるものの部材供給の遅れもあり減収となりましたが、POSプ
リンターやバーコードプリンターが、経済活動の再開に伴い欧州や国内市場などで売上を伸ばし、増収となりました。
健康機器は、体温計の特需に一服感があるものの売上は堅調に推移し、また、健康意識の高まりにより個人使用が増
えている血圧計も好調に推移した結果、増収となりました。
以上の結果、電子機器他事業全体では、売上高は192億88百万円（前期比4.9％増）、営業利益は11億72百万円

（前期比197.5％増）と、増収増益となりました。

（注）各事業の営業利益の合計269億34百万円と営業利益222億73百万円の差は、事業間の取引消去及び各事業に配分していない全社費用
であります。

事業区分別売上高

区分 金額（百万円） 構成比（%） 対前期比増減率（%）

時計事業 131,072 46.6 37.1

工作機械事業 81,011 28.8 73.4

デバイス事業 50,045 17.8 9.0

電子機器他事業 19,288 6.9 4.9

合 計 281,417 100.0 36.2

（注）総売上高の海外売上高比率は73.6％であります。
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2．資金調達の状況
該当事項はありません。

3．設備投資の状況
当期中に実施いたしました設備投資額は、107億70百万円であります。設備投資の主なものは次のとおりでありま

す。
（1）時計事業の生産設備に33億71百万円
（2）工作機械事業の生産設備に34億31百万円
（3）デバイス事業の生産設備に32億77百万円
（4）電子機器他事業の生産設備に3億81百万円

4．重要な企業再編行為等
該当事項はありません。

5．他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
該当事項はありません。
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6．対処すべき課題
当社は、企業理念である「市民に愛され市民に貢献する」を基盤とし、2030年を見据えて、サステナブル社会、
デジタル社会に対応し成長できるシチズングループのありたい姿を描き、そこからバックキャストすることで5つの
マテリアリティ「気候変動への対応と循環型社会への貢献」、「質の高い生活への貢献」、「産業分野におけるソリュー
ションの提供」、「働きがいの向上と人財の育成」、「社会的責任の遂行」を設定しました。
長期ビジョンの実現に向けて、グループ中期経営ビジョン「豊かな未来（とき）をつなぐ」、"Crafting a new

tomorrow"を掲げ、2022年度（2023年3月期）から2024年度（2025年3月期）までの3か年の「中期経営計画
2024」を策定し、新たな価値創造に挑戦し、世の中に安心と信頼、そして感動を届け、豊かなときをつなぐ存在に
なることを目指してまいります。

グループ中期経営ビジョン実現に向けて、本中期経営計画における以下の重点戦略に取り組んでまいります。
1．事業ポートフォリオの戦略
時計事業と工作機械事業を、グループ成長を牽引するコア事業と位置付け、経営資源を戦略的に投資していく
ことで更なる成長を目指してまいります。デバイス事業及び電子機器他事業は、安定成長を目指しながら、事業
や製品の選択と集中を進めてまいります。また、成長の可能性がある新事業領域の探索も進めてまいります。
本中期経営計画における事業別の戦略は、以下のとおりです。
① 時計事業は、グループビジョンと同じく「豊かな未来（とき）をつなぐ」、"Crafting a new tomorrow"を
ビジョンとして掲げ、グローバル市場におけるブランドイメージの明確化、カスタマーエクスペリエンスの向
上を通じて、「グローバルブランド戦略」、「プレミアムブランド及び機械式時計戦略」、「継続的なユーザー接
点の強化とデータ活用」の3つの重点戦略に取り組んでまいります。グループを牽引するコア事業として、経
営資源を戦略的に投資するとともに、収益性の改善と持続的な成長に取り組んでまいります。

② 工作機械事業は、世界最先端の生産革新ソリューションを創造し、「新・モノづくり企業」のポジションを
確立するために、売上1,000億円に向けた事業基盤の構築、加工技術による差別化、自動化・省力化領域の拡
大に取り組んでまいります。成長が見込まれるアジア地域での営業、サービス体制の強化を図ることで、更な
る成長を目指してまいります。
③ デバイス事業は、市場変化に合わせた製品の選択と集中、収益力改善及び当社の強みを最大限に活かせる領
域における事業拡大により、確固たる競争優位を確立してまいります。当社グループの強みである小型金属加
工技術を活かした自動車部品事業では、高付加価値製品やEV関連部品の拡大及び自動車部品以外の領域の開
拓を進め、オプトデバイス事業では、高効率、長寿命、環境配慮型の照明用LEDなどの拡充を図ってまいりま
す。

④ 電子機器他事業では、当社グループの強みをしっかりと見極め、事業と製品の選択と集中を行うとともに、
生産効率の向上や合理化による安定的な利益確保を目指してまいります。
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2．DX戦略の推進及び人財の育成
「ユーザー視点での価値の創出・向上を継続的に行える企業グループへ」をDXビジョンとして掲げ、「業務プ
ロセスの変革による高収益体質への転換」、「製品・サービスの変革による新たなユーザー価値の創出」、「企業風
土の変革」の3つの方針に取り組んでまいります。
「業務プロセスの変革による高収益体質への転換」では業務の効率化・高度化、データ活用による意思決定の
高度化、デジタル活用によるモノづくりの進化を、「製品・サービスの変革による新たなユーザー価値の創出」
では、新たなユーザー体験の提供、新たなビジネスモデルの構築に取り組んでまいります。
人財ビジョンとして「社員一人一人が中期ビジョン実現への貢献を実感し、シチズンで働くことを誇りに感じ
る」を掲げ、デジタル施策を着実に進めるとともに、「企業風土の変革」をグループで連携して進めてまいりま
す。

当社を取り巻く経営環境として、主に以下の環境変化を認識しております。
1．新型コロナウイルス感染拡大の影響による消費の落ち込み
2．ロシアのウクライナ侵攻による世界経済への影響
3．Eコマース需要の更なる拡大と実店舗流通の構造変化
4．スマートウオッチ市場の拡大に伴う、ファッションウオッチを中心とした時計市場の縮小
5．アナログクオーツムーブメント市場の縮小

当社は、以上のような経営環境変化の影響を受け業績下振れのリスクが高まっていることを認識し、中核事業であ
る時計事業及び工作機械事業における以下の5つの課題について優先的に取り組んでまいります。
1．機械式完成品の拡充及び機械式ムーブメント外販の拡大
2．環境意識の高まりを捉えた、「Eco-Drive」の特性や環境に配慮した素材の更なる訴求
3．製品価値を含む、体験価値を提供する双方向のコミュニケーションの構築
4．スマートウオッチと競合しない領域へのシフト
5．工作機械事業の事業基盤強化

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご指導、ご支援を心よりお願い申し上げます。
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第137期
（2021年度）

278,531
321,652

第134期
（2018年度）

第135期
（2019年度）

売上高 （単位：百万円）

26,602

7,531

経常利益 （単位：百万円）

13,369

△16,667

親会社株主に帰属する当期純利益 （単位：百万円）

413,911

267,547

369,575

230,791

総資産/純資産 （単位：百万円）

42.00

△53.07

1株当たり当期純利益 （単位：円）

808.87
709.21

1株当たり純資産額 （単位：円）

第136期
（2020年度）

第137期
（2021年度）

第134期
（2018年度）

第135期
（2019年度）

第136期
（2020年度）

第137期
（2021年度）

第134期
（2018年度）

第135期
（2019年度）

第136期
（2020年度）

第137期
（2021年度）

第134期
（2018年度）

第135期
（2019年度）

第136期
（2020年度）

第137期
（2021年度）

第134期
（2018年度）

第135期
（2019年度）

第136期
（2020年度）

第137期
（2021年度）

第134期
（2018年度）

第135期
（2019年度）

第136期
（2020年度）

206,641

△4,143

△25,173

△80.52
652.47365,811

212,864

281,417
27,342

22,140

71.38

768.92394,962

238,673

7．財産及び損益の状況の推移

区分 第134期
（2018年度）

第135期
（2019年度）

第136期
（2020年度）

第137期（当期）
（2021年度）

売上高 (百万円) 321,652 278,531 206,641 281,417
経常利益 (百万円) 26,602 7,531 △4,143 27,342
親会社株主に帰属する
当期純利益 (百万円) 13,369 △16,667 △25,173 22,140

1株当たり当期純利益 (円) 42.00 △53.07 △80.52 71.38
総資産 (百万円) 413,911 369,575 365,811 394,962
純資産 (百万円) 267,547 230,791 212,864 238,673
1株当たり純資産額 (円) 808.87 709.21 652.47 768.92
（注）1．経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益及び1株当たり当期純利益の△印は損失を示しております。

2．1株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数から期中平均自己株式数を控除した株式数を用いて算定し、1株当たり純資産額は
期末の発行済株式総数から期末の自己株式数を控除した株式数を用いて算定しております。

3．当社は、役員報酬BIP信託を採用した業績連動型株式報酬を導入し、当該信託の保有に係る当社株式を純資産の部に自己株式とし
て計上しております。これに伴い、当該信託の保有に係る当社株式数を、1株当たり当期純利益及び1株当たり純資産額の算定に際
して控除する自己株式数に含めております。

4．第137期より「収益認識に関する会計基準」（改正企業会計基準29号 2020年3月31日）及び「収益認識に関する会計基準の適用
指針」（改正企業会計基準適用指針第30号 2021年3月26日）を適用しております。
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8．重要な子会社の状況

会社名 資本金 当社の議決権比率
（％） 主要な事業内容

シチズン時計マニュファクチャリング株式会社 100百万円 100.0 時計事業

シチズンマシナリー株式会社 2,651百万円 100.0 工作機械事業

シチズン電子株式会社 5,488百万円 79.3 デバイス事業

シチズンファインデバイス株式会社 1,753百万円 100.0 デバイス事業

シチズン・システムズ株式会社 450百万円 100.0 電子機器他事業

Citizen Watch Company of America, Inc. 4,366万US$ 100.0 時計事業

星辰表（香港）有限公司 1,000万HK$ 100.0 時計事業

（注）シチズン時計マニュファクチャリング株式会社は、2022年3月1日に減資を行い、資本金を300百万円から100百万円にいたしまし
た。

9．主要な事業内容（2022年3月31日現在）
区分 主要製品

時計事業 ウオッチ、ムーブメント

工作機械事業 NC自動旋盤

デバイス事業 自動車部品、スイッチ、LED、マイクロディスプレイ、水晶振動子

電子機器他事業 プリンター、健康機器、他

10．主要な営業所及び工場（2022年3月31日現在）
会社名 所在地

当社 シチズン時計株式会社 東京都西東京市

子会社

シチズン時計マニュファクチャリング株式会社 埼玉県所沢市

シチズンマシナリー株式会社 長野県北佐久郡御代田町

シチズン電子株式会社 山梨県富士吉田市

シチズンファインデバイス株式会社 山梨県南都留郡富士河口湖町

シチズン・システムズ株式会社 東京都西東京市

Citizen Watch Company of America, Inc. 米国・カリフォルニア

星辰表（香港）有限公司 中国・香港
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11．従業員の状況（2022年3月31日現在）
事業区分 従業員数 前期末比増減

時計事業 5,011 （2,128)名 △ 301 (△ 17)名

工作機械事業 2,136 (176) 163 (27)
デバイス事業 4,001 (1,087) △ 753 (112)
電子機器他事業 1,169 (191) △ 79 (△ 20)

全社（共通） 232 (30) △ 11 (△ 4)

合 計 12,549 (3,612) △ 981 (98)

（注）1．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は括弧内に年間の平均人員を外数で記載しております。
2．デバイス事業における従業員の減少は、主として、海外子会社における生産体制の見直しに伴うものであります。

12．主要な借入先の状況（2022年3月31日現在）
借入先 借入額（百万円）

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 15,200

株式会社みずほ銀行 13,800

日本生命保険相互会社 6,000

株式会社三井住友銀行 3,600

株式会社八十二銀行 3,500

株式会社山梨中央銀行 2,500
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Ⅱ 会社の株式及び新株予約権等に関する事項
1．株式の状況（2022年3月31日現在）

（1）発行可能株式総数 959,752,000株
（2）発行済株式の総数 314,353,809株
（3）株主数 46,256名
（4）大株主（上位10名）

株主名 持株数（千株） 持株比率（%）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 56,677 18.98

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 23,340 7.82

日本生命保険相互会社 11,948 4.00

日亜化学工業株式会社 10,000 3.35

J.P. MORGAN BANK LUXEMBOURG S.A. 381572 7,154 2.40
BNYM AS AGT/CLTS NON TREATY JASDEC 6,455 2.16
シチズングループ従業員持株会 5,425 1.82

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 5,414 1.81

株式会社日本カストディ銀行（証券投資信託口） 5,086 1.70

株式会社ニコン 5,005 1.68

（注）持株比率は、自己株式15,764,538株を控除して計算しております。

（5）当期中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況
区分 株式数（株） 交付対象者数（名）

取締役（社外取締役を除く。） 1,290 1
社外取締役 － －
監査役 － －
（注）株式数には、「役員報酬BIP信託に関する株式交付規程」に基づいて売却し、その換価処分金相当額を給付した690株を含んでおり

ます。

2．新株予約権等の状況（2022年3月31日現在）
該当事項はありません。
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Ⅲ 会社役員に関する事項
1．取締役及び監査役の氏名等（2022年3月31日現在）

地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 佐藤敏彦

取締役 古川敏之 経営企画部・経理部・広報IR室・情報システム部担当

取締役 中島圭一 シチズンマシナリー株式会社代表取締役社長

取締役 白井伸司 製造技術本部長、品質保証統括部担当
シチズン時計マニュファクチャリング株式会社代表取締役社長

取締役 大治良高 営業統括本部長兼商品開発本部長、ムーブメント事業部担当

取締役 宮本佳明 グループリスクマネジメント、総務部長、人事部・CSR室・環境マネジメン
ト室担当

社外取締役 寺坂史明 株式会社大庄社外監査役
株式会社富士通ゼネラル社外取締役

社外取締役 窪木登志子 弁護士
クオールホールディングス株式会社社外取締役

社外取締役 大澤善雄 キヤノンマーケティングジャパン株式会社社外取締役

常勤監査役
社外監査役 赤塚 昇

常勤監査役 髙田喜雄

社外監査役 石田八重子 弁護士
株式会社いなげや社外取締役

（注）1．石田八重子氏の弁護士としての職務上の氏名は「北代八重子」であります。
2．当社と各社外取締役及び各監査役は、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を
締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、1,000万円または法令に定める最低責任限度額のいずれか高い額
としております。

3．当社は、保険会社との間で役員等賠償責任保険契約を締結しており、被保険者が職務の執行に関して行った行為（不作為を含みま
す。）に起因して損害賠償請求がなされたことにより被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等を当該保険契約により填補すること
としております。ただし、法令に違反することを被保険者が認識しながら行った行為に起因する損害は填補されないなどの免責事
由があります。当該保険契約は、当社及び当社の国内連結子会社の取締役、監査役及び執行役員の全員を被保険者としておりま
す。保険料は当社が負担しており、被保険者の実質的な保険料負担はありません。また、当該保険契約は次回更新時においても同
内容での更新を予定しております。

4．常勤監査役 赤塚 昇氏は、長年、銀行及び会社の経営者を務めており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しておりま
す。
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5．常勤監査役 髙田喜雄氏は、当社及び当社の子会社の経理部門の責任者として経理実務の経験を有しており、財務及び会計に関す
る相当程度の知見を有しております。

6．社外監査役 石田八重子氏は、弁護士として企業法務に精通しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
7．当社は、社外取締役 寺坂史明、窪木登志子及び大澤善雄の各氏並びに社外監査役 赤塚 昇及び石田八重子の両氏を、東京証券
取引所の定める独立役員に指定し、届け出ております。

8．取締役 古川敏之、大治良高及び白井伸司の各氏は、2022年4月1日をもって地位、担当及び重要な兼職の状況が変更となり、次
のとおりとなりました。

地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況

常務取締役 古川敏之 経営企画部・経理部・広報IR室・情報システム部担当

常務取締役 大治良高 時計事業本部長

取締役 白井伸司 時計事業本部製造技術センター長
シチズン時計マニュファクチャリング株式会社代表取締役社長

なお、2022年4月1日現在の執行役員は次のとおりであります。

地位 氏名 担当

上席執行役員 三輪克弘 時計事業本部時計開発センター長兼研究開発センター長、品質保証部担当

上席執行役員 篠原 浩 シチズンファインデバイス株式会社代表取締役社長

上席執行役員 関口金孝 シチズン電子株式会社代表取締役社長

上席執行役員 向島克敏 シチズン・システムズ株式会社代表取締役社長

執行役員 宇都宮 央 Citizen Watch Company of America, Inc.取締役会長

執行役員 森田光則 経理部長

執行役員 三浦美男 時計事業本部ムーブメント事業部長

執行役員 矢島義久 時計事業本部事業企画センター長

執行役員 戸倉克輔 時計事業本部商品企画センター長

執行役員 小林啓一 経営企画部長

執行役員 川出善崇 時計事業本部国内時計事業部長

2．当期中に退任した取締役及び監査役
氏名 退任日 退任事由 退任時の地位・担当及び重要な兼職の状況

竹内則夫 2021年6月25日 任期満了 取締役
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3．取締役及び監査役の報酬等
（1）役員報酬等の決定に関する方針等
当社は2021年2月25日開催の取締役会において、「取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する方
針」を決議しております。なお、当該方針の決議にあたっては報酬委員会の勧告を受けております。
「取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する方針」の内容の概要は次のとおりです。
① 取締役の報酬の構成
当社の取締役の報酬は、固定報酬、賞与及び業績連動型株式報酬（以下「賞与」及び「業績連動型株式報
酬」をあわせて「業績連動報酬」という。）で構成するものとする。
② 固定報酬の額又はその算定方法の決定に関する方針並びに取締役に対し固定報酬を与える時期又は条件の決
定に関する方針
固定報酬の額は、取締役がその資質や能力を十全に発揮し、当社の掲げる企業理念に基づく持続的な成長へ

の意欲の向上に資するとともに、優秀な人材の確保が可能となる水準で、かつ、経営環境の変化や外部デー
タ、世間水準、経営内容を勘案して決定する方針とし、取締役会の決議による委任を受けた報酬委員会が、原
則として毎年6月に、役位の変更が生じた場合には適時に開催される報酬委員会において、「取締役月額基本報
酬基準」に定められた範囲内で決定し、毎月現金で支払うものとする。
なお、業績の著しい悪化や当社グループ（当社及び当社の子会社からなる企業集団）における不祥事等が生
じた場合には、取締役会または取締役社長の諮問による報酬委員会の答申または報酬委員会の勧告に基づく取
締役会の決議により、固定報酬の額を変更することがある。
③ 業績連動報酬に係る業績指標及び内容並びに業績連動報酬の額又は数若しくはその算定方法の決定に関する
方針並びに取締役に対し業績連動報酬を与える時期又は条件の決定に関する方針
1) 賞与
賞与の額は、②に規定する方針に加え、取締役の賞与支給基準に定める財務評価項目（売上、営業利益
等）及び非財務評価項目（世界情勢、災害、M&A等）により決定する方針とし、取締役会の決議により委任
を受けた報酬委員会が、原則として毎年6月に決定する。賞与は、毎年7月に現金で支払うものとする。
2) 業績連動型株式報酬
業績連動型株式報酬は、取締役の報酬と当社の株式価値との連動性をより明確にし、中長期的な業績向上

と企業価値増大への貢献意識を高めることを目的とし、その内容は、当社の取締役（社外取締役及び国内非
居住者を除く。）を対象に、当社が役位別に拠出する取締役の報酬額を原資として信託を通じて当社株式が
取得され、業績目標の達成度等に応じて当社株式及び当社株式の換価処分金相当額の金銭の交付及び給付
（以下「交付等」という。）を行う業績連動型の株式報酬制度とし、その額又は数若しくはその算定方法は、
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報酬委員会の勧告に基づく取締役会の決議により「役員報酬BIP信託に係る株式交付規程」に定めるものと
する。
業績連動型株式報酬は、「役員報酬BIP信託に係る株式交付規程」に従い、原則として各取締役の退任時に
交付等を行うものとする。

④ 固定報酬の額、業績連動報酬の額の取締役の個人別の報酬の額に対する割合の決定に関する方針
当社の取締役の報酬は、固定報酬及び業績連動報酬で構成し、取締役がその資質や能力を十全に発揮し、当
社の掲げる企業理念に基づく持続的な成長への意欲の向上に資するとともに、優秀な人材の確保が可能となる
水準で、かつ、経営環境の変化や外部データ、世間水準、経営内容を勘案したうえで、中長期的な業績向上と
企業価値増大への貢献意識を高めることができる水準とし、固定報酬及び業績連動報酬の額が取締役の個人別
の報酬の額に占める割合は、業績連動報酬の額が最大となった場合に、固定報酬が約46％、業績連動報酬が約
54％（業績連動報酬のうち、賞与が約39％、業績連動型株式報酬が約15％）とする。業績連動報酬について
は、業績評価等の結果、支給されない場合がある。
賞与は社外取締役を除く取締役に支給するものとし、業績連動型株式報酬は社外取締役及び国内非居住者を
除く取締役に支給するものとする。
⑤ 取締役の個人別の報酬の内容についての決定の全部又は一部を取締役その他の第三者に委任する事項
1) 当該委任を受ける者の氏名又は当社における地位若しくは担当
取締役の個人別の報酬の内容についての決定は、「報酬委員会規程」に定めるところにより取締役会の決
議によって取締役の中から選定された委員で構成する報酬委員会に委任するものとする。
2) 1)の者に委任する権限の内容
報酬委員会に委任する権限の内容は、「報酬委員会規程」に定める以下の事項とする。

(1) 報酬等に関し取締役会から委任された事項を審議し、決定すること。
(2) 報酬等の方針及び基準に関する事項を審議し、取締役会に対し勧告すること。
(3) 報酬等に関し取締役会又は取締役社長の諮問に応じて審議し、答申すること。
(4) その他取締役会の決議によって定めるもの
3) 1)の者により2)の権限が適切に行使されるようにするための措置の内容
取締役の報酬等に関する透明性を高めるため、取締役会の決議によって選定された3名以上の取締役で構

成し、委員の過半数を社外取締役が占め、1名以上の代表取締役を含む報酬委員会を設置する。報酬委員会
は、議決に加わることができる委員の過半数が出席して審議し、その過半数をもって決議することとし、報
酬委員会の委員長は、委員の互選によって社外取締役から定めるものとする。⑤2）の報酬委員会に委任す
る権限の内容その他の報酬委員会に関する事項については「報酬委員会規程」に定めるものとする。
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（2）当事業年度に係る報酬等の総額等

区分 員数（名） 報酬等の総額
（百万円）

うち固定報酬
（百万円）

うち賞与
（百万円）

うち業績連動型
株式報酬（百万円）

取締役
（うち社外取締役）

10
（3）

263
（28）

153
（28）

82
（－）

26
（－）

監査役
（うち社外監査役）

3
（2）

43
（24）

43
（24）

－
（－）

－
（－）

合 計
（うち社外役員）

13
（5）

306
（53）

196
（53）

82
（－）

26
（－）

（注） 1．上記には、2021年6月25日開催の第136期定時株主総会の終結の時をもって退任した取締役を含んでおります。
2．取締役（社外取締役を除く。）に対する賞与82百万円は、2022年6月28日開催の第137期定時株主総会終結後に支給する予定の
金額であります。

3．取締役（社外取締役及び国内非居住者を除く。）に対する業績連動型株式報酬26百万円は、当事業年度に係る費用計上額でありま
す。当事業年度を最終事業年度とする中期経営計画に対応した3事業年度を対象期間とする業績連動型株式報酬のうち、第135期
及び第136期に対応したものとして取締役（社外取締役及び国内非居住者を除く。）6名に交付される見込みの株式数に基づいて
算定した株式給付債務の見込額は合計47百万円であり、同額を当事業年度に費用計上しております。

4．賞与に係る業績指標は、単年度の業績及び中長期的な業績の向上と企業価値増大への貢献意識を高めることを目的として、単年
度計画に係る連結売上高及び連結営業利益並びに中期経営計画に係る連結売上高、連結営業利益及びROEとしており、当期の実
績は、連結売上高2,814億17百万円、連結営業利益222億73百万円及びROE10.2％であります。賞与は、役位別の月額基本報酬
に業績指標の達成度及び非財務項目を勘案して算出した係数を乗じて算定されております。

5．業績連動型株式報酬の内容は、当社の株式であり、割当ての際の条件等は、「(1)役員報酬等の決定に関する方針等」に記載のとお
りであります。また、当期における交付状況は、「Ⅱ1.(5)当期中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況」に記載
しております。業績連動型株式報酬に係る業績指標は、取締役の報酬と当社の株式価値との連動性をより明確にし、中長期的な
業績向上と企業価値増大への貢献意識を高めることを目的として、中期経営計画に係る連結売上高、連結営業利益及びROEとし
ており、当期の実績は、連結売上高2,814億17百万円、連結営業利益222億73百万円及びROE10.2％であります。業績連動型株
式報酬は、業績指標等の達成度に応じて算定されております。

6．取締役（社外取締役を除く。）に対する報酬等の総額は、2018年6月27日開催の第133期定時株主総会において年額370百万円
以内（賞与等を含む。）と決議いただいており、当該株主総会終結時点の取締役（社外取締役を除く。）の員数は、8名でありま
す。なお、使用人兼務取締役の使用人分給与は支給しないこととしております。

7．上記6．とは別枠で、取締役（社外取締役及び国内非居住者を除く。）に対する業績連動型株式報酬の総額は、2018年6月27日開
催の第133期定時株主総会において3事業年度を対象として300百万円以内（2018年に設定する当初は1事業年度を対象として
100百万円以内）と決議いただいており、当該株主総会終結時点の取締役（社外取締役及び国内非居住者を除く。）の員数は、8
名であります。

8．社外取締役の報酬等の総額は、2019年6月26日開催の第134期定時株主総会において年額40百万円以内と決議いただいており、
当該株主総会終結時点の社外取締役の員数は、3名であります。なお、社外取締役には賞与を支給しないこととしております。

9．監査役に対する報酬等の総額は、2007年6月26日開催の第122期定時株主総会において年額80百万円以内と決議いただいてお
り、当該株主総会終結時点の監査役の員数は、4名であります。なお、監査役には賞与を支給しないこととしております。

10．取締役会は、取締役の報酬に関する透明性を高めるために、社外取締役 寺坂史明氏を委員長とし、社外取締役 窪木登志子及
び大澤善雄の両氏並びに代表取締役社長 佐藤敏彦氏を委員とする報酬委員会に対し、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬
等の内容の決定を委任しております。報酬委員会は、当該内容の決定が取締役会の決議により報酬委員会に委任されており、報
酬等の内容が取締役会で決議された取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する方針に適合していることから、当事
業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容は当該方針に沿うものであると判断しております。
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4．社外役員に関する事項
（1）重要な兼職先と当社との関係
社外役員の重要な兼職先である法人等との間には、特別の関係はありません。

（2）当期における主な活動状況

地位及び氏名 出席状況、発言状況及び社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

社外取締役
寺坂史明

当期に開催された取締役会17回すべてに出席し、必要に応じ、主に経験豊富な経営者としての見地から発言を
行っており、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。
当期に開催された指名委員会の3回すべてに出席し、同委員会の委員として、代表取締役社長の選定に係る審議
に参画するなど、独立した客観的な立場で当社の代表取締役社長の選定における監督機能を担っております。ま
た、当期に開催された報酬委員会の3回すべてに出席し、同委員会の委員長として、取締役の報酬の決定方針や
報酬水準のあり方に係る審議に参画するなど、独立した客観的な立場で役員報酬等の決定過程における監督機能
を主導しております。

社外取締役
窪木登志子

当期に開催された取締役会17回すべてに出席し、必要に応じ、主に弁護士としての専門的な見地から発言を行
っており、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。
当期に開催された指名委員会の3回すべてに出席し、同委員会の委員として、代表取締役社長の選定に係る審議
に参画するなど、独立した客観的な立場で当社の代表取締役社長の選定における監督機能を担っております。ま
た、当期に開催された報酬委員会の3回すべてに出席し、同委員会の委員として、取締役の報酬の決定方針や報
酬水準のあり方に係る審議に参画するなど、独立した客観的な立場で役員報酬等の決定過程における監督機能を
担っております。

社外取締役
大澤善雄

当期に開催された取締役会17回すべてに出席し、必要に応じ、主に経験豊富な経営者としての見地から発言を
行っており、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。
当期に開催された指名委員会の3回すべてに出席し、同委員会の委員長として、代表取締役社長の選定に係る審
議に参画するなど、独立した客観的な立場で当社の代表取締役社長の選定における監督機能を主導しておりま
す。また、当期に開催された報酬委員会の3回すべてに出席し、同委員会の委員として、取締役の報酬の決定方
針や報酬水準のあり方に係る審議に参画するなど、独立した客観的な立場で役員報酬等の決定過程における監督
機能を担っております。

社外監査役
赤塚 昇

当期に開催された取締役会17回すべてに、また、監査役会13回すべてに出席いたしました。必要に応じ、主に
経験豊富な経営者としての見地から、取締役会において、意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行
っております。また、監査役会において、当社の経理システム、内部監査等について、必要な発言を行っており
ます。

社外監査役
石田八重子

当期に開催された取締役会17回すべてに、また、監査役会13回すべてに出席いたしました。必要に応じ、主に
弁護士としての専門的な見地から、取締役会において、意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っ
ております。また、監査役会において、当社のコンプライアンス体制等について、必要な発言を行っておりま
す。

（注）社外監査役 石田八重子氏の弁護士としての職務上の氏名は「北代八重子」であります。
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Ⅳ 会計監査人の状況
1．名称 監査法人 日本橋事務所

2．報酬等の額
支払額（百万円）

（1）当期に係る会計監査人の報酬等の額 48

（2）当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 79

（注）1．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分
しておらず、実質的にも区分できませんので、（1）の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2．監査役会は、会計監査人の報酬等の額について、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積り算出根拠
等が適切であると判断し、これに同意いたしました。

3．当社の重要な子会社のうち、Citizen Watch Company of America, Inc.はKPMG LLP、星辰表（香港）有限公司はPHILIP LEE
& CO., CERTIFIED PUBLIC ACCOUNTANTSによる連結決算に必要な監査を受けております。

3．非監査業務の内容
当社は、会計監査人に対して、アニュアルレポートに関する助言及び指導業務を委嘱しております。

4．会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める解任事由に該当すると判断した場合は、監査役全員

の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される
株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
また、監査役会は、上記の場合のほか、会計監査人の監査品質、監査実施の有効性及び効率性、継続監査年数等を

勘案し、会計監査人として適当でないと判断した場合は、会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定
いたします。
なお、取締役会が、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、会計監査人

の解任または不再任を株主総会の会議の目的とすることを監査役会に請求し、監査役会はその適否を判断したうえで、
株主総会に提出する議案の内容を決定いたします。
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株 主 総 会

各 部 門・事 業 会 社

取締役会

代表取締役

会計監査人監査役会

監査室

経営会議

指名委員会 報酬委員会
選任・解任選任・解任

連携

選任・解任

選定・解職・監督

指揮・監督 連携内部監査

提案・答申 勧告・答申

報告

監査 会計監査

答申

Ⅴ 会社の体制及び方針
1．コーポレート・ガバナンス
（1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方
当社は社名の由来である「市民に愛され市民に貢献する」を企業理念とし、地域社会はもとより地球環境と調和

した永続的な企業活動を通して、社会への貢献とともに企業価値を向上させていくことに努めております。この企
業目的を継続的に高めていくためには、経営の透明性確保と多面的な経営への監視機能が重要であると認識し、コ
ーポレート・ガバナンスの充実に向けての取組みを実施しております。

（2）会社の機関の内容
コーポレート・ガバナンス体制

① 会社の機関の概要
当社は、当社事業内容に精通した取締役6名と独立性が高い社外取締役3名で取締役会を構成しております。

また、当社は監査役会制度を採用しており、監査役会は社外監査役2名を含む3名で構成されております。
② 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

当社では、迅速な経営判断と経営の透明性維持のために、常勤取締役、常勤監査役等で構成する経営会議を
開催し、取締役会の決議事項その他経営上の重要事項について十分な議論と事前審議を行っております。
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取締役会では業務執行に関する決定を行うとともに、業務執行の監督を行っております。業務執行に関しま
しては、代表取締役、担当取締役及び執行役員により業務運営を行っております。当期において、取締役会は
17回開催されました。すべての取締役及びすべての監査役は、当期に開催された取締役会のすべてに出席しま
した。なお、上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第24条に基づき、取締役会決議
があったものとみなす書面決議が1回ありました。
③ 指名委員会及び報酬委員会
当社は、経営の透明性を高めるために、任意の機関として、指名委員会及び報酬委員会を設置しております。
指名委員会は、代表取締役、取締役社長及び取締役会長の選定に関する事項を審議し、取締役会に提案する

こと等を主な職務としております。当期において、指名委員会は3回開催されました。すべての委員は、当期
に開催された指名委員会のすべてに出席しました。
報酬委員会は、取締役が受ける報酬等の方針及び基準に関する事項を審議し、取締役会に対し勧告すること

等を主な職務としております。当期において、報酬委員会は3回開催されました。すべての委員は、当期に開
催された報酬委員会のすべてに出席しました。
各委員会は、取締役会の決議によって選定された3名以上の取締役で構成されており、委員の過半数は社外

取締役が占め、1名以上の代表取締役を含むものとしております。なお、各委員会の委員長は、委員の互選に
よって社外取締役から定めております。
④ 監査役監査、会計監査及び内部監査の状況

各監査役は、監査役会の定めた監査方針や監査計画に従い、取締役会、経営会議及び事業ごとの会議等への
出席、取締役等からの職務執行状況の報告や重要な決裁書類等の閲覧、業務及び財産の状況の調査等により取
締役の業務執行の厳正な監査を実施しております。また、会計監査人である監査法人日本橋事務所より会計監
査の報告を受け、会計監査人と協力して当社及び子会社の監査業務等を効率的に実施し、コーポレート・ガバ
ナンスの更なる充実に向けた取組みを行っております。当期において、監査役会は13回開催されました。すべ
ての監査役は、当期に開催された監査役会のすべてに出席しました。
また、会計監査に関し、当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、監査法人日本橋事務所に所属する千

葉茂寛、髙橋秀和及び折登谷達也の各氏であります。なお、当社の監査業務に係る補助者は、公認会計士5名、
公認会計士試験合格者等7名であり、当社は公正で独立した立場から会計監査を受けております。
会計監査人の再任の可否につきましては、監査役会において審議し、決定しております。なお、再任しない

場合は、会社法により定時株主総会に諮ることとなっております。
会計監査人の解任または不再任の決定の方針につきましては、「Ⅳ 会計監査人の状況 4．会計監査人の解

任または不再任の決定の方針」をご覧ください。
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さらに、当社は内部監査部門として監査室を設置し、年間監査計画に基づき、当社及び子会社の業務執行が
適正かつ合理的に行われているかを監査しております。
これらの監査機関及び内部監査部門並びに内部統制部門は、相互に緊密な連絡を取り合っております。

⑤ 社外役員との関係
当社グループと社外取締役である寺坂史明、窪木登志子及び大澤善雄の各氏並びに社外監査役である赤塚

昇及び石田八重子の両氏とは、特別の利害関係はありません。

2．サステナビリティへの取組み
サステナビリティへの取組みにつきましては、シチズングループは「市民に愛され市民に貢献する」という企業

理念に基づく「サステナブル経営」をグループビジョンに掲げており、当社の取締役社長を委員長とする「サステ
ナビリティ委員会」がその推進を担っております。また、事業活動による社会課題への影響度合いを評価し、優先
順位をつけた5つのマテリアリティを特定するとともに、社会課題の解決に向けた2030年までのロードマップを
開示しております。
事業においては、バリューチェーン全体で事業プロセスに配慮した生産施設＝サステナブルファクトリーを実現

することで、これまでの環境配慮に加えて、原材料の生産や調達における紛争鉱物への関与といった人権侵害など
の社会課題に配慮した製品・サービス＝サステナブルプロダクツを創出する取組みを行っております。
人的資本につきましては、当社では、「企業の競争力の源泉は人である」という認識のもと、当社における経営

戦略及び経営課題に取り組むべく、人的資本について様々な取組みをしております。EC販売及びデジタルマーケ
ティングの強化、今後の成長が見込まれるアジア市場等の重点地域戦略を推進すべく、採用においては、中途採用
を含め即戦力を重視した採用を行っております。配置・育成においても、タレントマネジメントにより、社員ひと
りひとりの経験・スキルを把握し、人材ポートフォリオのギャップを埋めるための必要な教育を行うことに取り組
んでおります。従業員エンゲージメントにおいては、2016年より毎年、社員意識調査を行い実態把握するととも
に、必要に応じて対策を行っております。
知的財産につきましては、これまで、事業を守るための知的財産活動に注力してまいりましたが、今後はさら

に、事業の競争力を向上させ、当社の持続的な成長に貢献する知的財産活動を推進してまいります。具体的には、
市場情報と事業情報に知財情報を融合する活動により、より効果的に経営（事業）戦略の立案・実行に寄与し、最
終的に企業価値を向上させることを目的とした知的財産情報の戦略的活用を強化してまいります。
また、地球規模の課題である気候変動問題の解決に貢献するため、「シチズングループ環境方針」に基づく、「グ

ループ環境ビジョン2050」及び「グループ環境目標2030」を定め、工場・オフィスからのCO2排出量を実質ゼ
ロにすることを目指しております。
環境目標の実現に向けて、2020年度には、「気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）」の提言への賛同

を表明するとともに、将来的な気温上昇の想定が異なる2つのシナリオ（2℃シナリオ、4℃シナリオ）を用い、
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TCFD提言が要請する気候変動関連のリスクと機会の特定と評価を行いました。特定されたリスクに対しては、気
温上昇が進行する4℃シナリオにおけるリスクの低減と国際的に約束した目標が達成される2℃シナリオの実現に
向け、CO2削減や製品における環境配慮を推進しております。
さらに、両シナリオ共通の機会である環境に配慮した経営を推進するため、従来からの省エネ活動に加えて、東

京事業所の電力を100％再生可能エネルギー由来とするなどの実証実験を行うとともに、国内外の事業所で太陽光
発電施設の設置なども行っております。
排出削減の具体的な目標として、科学的な根拠にもとづくSBT(Science Based Target)の策定・認証取得を目

指し、グループのScope3排出量の把握と外部検証機関による第三者検証を受けております。

（注）本事業報告中の記載金額及び株式数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。ただし、各比率、1株当たり当期純利益及び1
株当たり純資産額については、表示桁未満の端数を四捨五入して表示しております。

2022年05月19日 20時07分 $FOLDER; 48ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

連結計算書類
連結貸借対照表（2022年3月31日現在） （単位：百万円）

48

勘定科目 金額
資産の部
流動資産
現金及び預金
受取手形及び売掛金
電子記録債権
商品及び製品
仕掛品
原材料及び貯蔵品
未収消費税等
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物及び構築物
機械装置及び運搬具
工具・器具・備品
土地
リース資産
建設仮勘定
無形固定資産
ソフトウェア
リース資産
その他
投資その他の資産
投資有価証券
長期貸付金
繰延税金資産
その他
貸倒引当金

投資損失引当金

270,139
110,901
49,308
2,037
50,979
22,749
23,315
2,661
9,254
△1,069
124,823
74,862
40,893
16,567
3,616
10,371
975
2,437
4,834
3,879

1
954

45,125
37,275
184
5,894
2,151
△236

△144
資産合計 394,962

勘定科目 金額
負債の部
流動負債 69,338
支払手形及び買掛金 18,354
電子記録債務 13,910
設備関係支払手形 25
営業外電子記録債務 598
短期借入金 4,773
未払法人税等 2,826
未払費用 10,604
賞与引当金 5,821
役員賞与引当金 279
製品保証引当金 1,181
環境対策引当金 1
事業再編整理損失引当金 362
資産除去債務 26
その他 10,571

固定負債 86,951
社債 10,000
長期借入金 51,382
繰延税金負債 2,772
事業再編整理損失引当金 74
退職給付に係る負債 20,281
資産除去債務 49
その他 2,392

負債合計 156,289
純資産の部
株主資本 204,076
資本金 32,648
資本剰余金 33,740
利益剰余金 145,912
自己株式 △8,225
その他の包括利益累計額 25,228
その他有価証券評価差額金 8,977
為替換算調整勘定 16,646
退職給付に係る調整累計額 △394
非支配株主持分 9,367
純資産合計 238,673
負債純資産合計 394,962

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書（2021年4月1日から2022年3月31日まで） （単位：百万円）
勘定科目 金額

売上高 281,417
売上原価 174,578
売上総利益 106,839
販売費及び一般管理費 84,565
営業利益 22,273
営業外収益 5,804
受取利息 276
受取配当金 1,369
受取賃貸料 161
持分法による投資利益 813
為替差益 2,192
助成金収入 484
その他 505

営業外費用 735
支払利息 294
手形売却損 17
貸与資産減価償却費 8
シンジケートローン手数料 71
その他 343

経常利益 27,342
特別利益 1,221
投資有価証券売却益 94
固定資産売却益 1,033
その他 93

特別損失 1,869
固定資産売却損 38
固定資産除却損 79
減損損失 742
棚卸資産評価損 346
事業再編整理損 209
割増退職金 15
新型コロナウイルス感染症による損失 166
その他 272

税金等調整前当期純利益 26,694
法人税、住民税及び事業税 5,342
法人税等調整額 △1,075
当期純利益 22,427
非支配株主に帰属する当期純利益 286
親会社株主に帰属する当期純利益 22,140
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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勘定科目 金額
資産の部
流動資産 77,761
現金及び預金 33,985
受取手形 215
電子記録債権 155
売掛金 8,557
製品 13,377
仕掛品 90
原材料 390
未収消費税等 706
短期貸付金 11,836
未収入金 4,915
未収還付法人税等 397
その他流動資産 3,707
貸倒引当金 △573

固定資産 148,447
有形固定資産 13,429
建物及び構築物 8,830
機械装置 910
車両・運搬具 0
工具・器具・備品 286
土地 3,359
リース資産 5
建設仮勘定 36
無形固定資産 1,199
ソフトウェア 1,194
その他無形固定資産 4
投資その他の資産 133,819
関係会社株式 103,548
投資有価証券 30,068
長期貸付金 162
長期前払費用 148
その他投資 255
貸倒引当金 △221
投資損失引当金 △144

資産合計 226,208

勘定科目 金額
負債の部
流動負債 39,529
支払手形 113
買掛金 6,745
電子記録債務 1,098
営業外電子記録債務 8
1年内返済予定の長期借入金 3,600
未払金 914
未払費用 1,996
預り金 21,608
賞与引当金 752
役員賞与引当金 82
事業再編整理損失引当金 239
資産除去債務 26
その他流動負債 2,343

固定負債 65,488
社債 10,000
長期借入金 51,000
繰延税金負債 402
退職給付引当金 3,840
役員株式給付引当金 78
債務保証損失引当金 126
事業再編整理損失引当金 7
資産除去債務 25
長期リース債務 6
その他固定負債 1

負債合計 105,018
純資産の部
株主資本 112,398
資本金 32,648
資本剰余金 36,029
資本準備金 36,029
利益剰余金 51,945
その他利益剰余金 51,945
圧縮積立金 285
繰越利益剰余金 51,659

自己株式 △8,225
評価・換算差額等 8,792
その他有価証券評価差額金 8,792
純資産合計 121,190
負債純資産合計 226,208

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書（2021年4月1日から2022年3月31日まで） （単位：百万円）
勘定科目 金額

売上高 75,464
売上原価 58,688
売上総利益 16,776
販売費及び一般管理費 19,184
営業損失 2,408
営業外収益 6,904
受取利息 88
受取配当金 6,095
受取賃貸料 30
為替差益 643
その他 46

営業外費用 977
支払利息 273
手形売却損 17
貸倒引当金繰入額 581
シンジケートローン手数料 5
その他 100

経常利益 3,519
特別利益 1,375
固定資産売却益 855
投資有価証券売却益 51
関係会社株式売却益 42
事業再編整理損失引当金戻入額 3
関係会社清算益 422

特別損失 622
固定資産除却損 7
減損損失 168
投資損失引当金繰入額 144
関係会社株式評価損 174
債務保証損失引当金繰入額 126
新型コロナウイルス感染症による損失 1

税引前当期純利益 4,272
法人税、住民税及び事業税 △1,110
法人税等調整額 △293
当期純利益 5,675
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2022年5月19日
シチズン時計株式会社
取締役会 御中

監査法人 日本橋事務所
東京都中央区

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 千 葉 茂 寛
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 髙 橋 秀 和
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 折登谷達也

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、シチズン時計株式会社の2021年4月1日から2022年3月31日までの連結会計

年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、シチズン時計株式会
社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責

任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、
会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎と
なる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、

監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して
意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計算書

類又は当監査法人が監査の過程で得た 知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその
他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求めら

れている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することに
ある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、

我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を
開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうか
について合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正
又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる
場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行

い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施す
る。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事
項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の
前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関
する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる
可能性がある。
・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも
に、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示し
ているかどうかを評価する。
・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人
は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含
む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独

立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ
いて報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2022年5月19日
シチズン時計株式会社
取締役会 御中

監査法人 日本橋事務所
東京都中央区

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 千 葉 茂 寛
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 髙 橋 秀 和
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 折登谷達也

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第１号の規定に基づき、シチズン時計株式会社の2021年4月1日から2022年3月31日までの第

137期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下
「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る
期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責

任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、
会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適
切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、

監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意
見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又

は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記
載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求めら

れている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにあ
る。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を
整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が

国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示
する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかに
ついて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は
誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合
に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行

い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施す
る。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事
項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前
提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する
重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する
計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、
監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性が
ある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、
関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているか
どうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含

む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独

立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ
いて報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告
監 査 報 告 書

当監査役会は、2021年4月1日から2022年3月31日までの第137期事業年度の取締役の職務の執行に関して、
各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議のうえ、監査役全員の一致した意見により、本監査報告書を作成
し、以下のとおり報告いたします。
1．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受
けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、
内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以
下の方法で監査を実施しました。なお、新型コロナウイルス感染症対策として一部の監査等にウェブ会議シ
ステムを利用するなどにより、当初の監査計画を実行しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社等において業務及び財産の状況を調査い
たしました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ
の他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施
行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整
備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につ
いて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。なお、財務報告に係る内
部統制については、取締役等及び監査法人日本橋事務所から当該内部統制の評価及び監査の状況について
報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
③ 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針に
ついては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

④ 子会社については、常勤監査役が重要な子会社の監査役を兼務しており、重要な子会社の取締役会等に
出席するほか、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から
事業の報告を受けました。また、グループ監査の観点からは、各グループ会社の常勤監査役をメンバーと
するグループ監査役連絡会を定期的に開催し、意思疎通を図り、相互に情報を伝達し、意見の交換等をい
たしました。

⑤ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監
査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げ
る事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している
旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

2．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ
ん。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システム
に関しては、その構築及び運用について継続的な改善が図られていることを確認しています。当該内部統
制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を
含め、指摘すべき事項は認められません。
④ 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針に
ついては、指摘すべき事項は認められません。当該基本方針に基づく取組みは、当社の株主共同の利益を
損なうものでなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものでないと認めます。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 監査法人日本橋事務所の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人 監査法人日本橋事務所の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2022年5月26日

シチズン時計株式会社 監査役会
常勤監査役
（社外監査役） 赤 塚 昇 ㊞
常勤監査役 髙 田 喜 雄 ㊞
監 査 役
（社外監査役） 石田八重子 ㊞

以 上
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セブンイレブン

田無警察署

公園

白河旅館

西武新宿線

至 所沢

至 西武新宿

青梅街道

府
中
道

北口

田無駅

株主総会会場ご案内図

会 場 東京都西東京市田無町六丁目1番12号
当社東京事業所会議室
※受付開始は午前9時を予定しております。

交 通 西武新宿線 田無駅北口から
徒歩約８分

・駐車場、駐輪場及び喫煙所のご用意はございません。
・事業所見学等は実施いたしません。
・当日ご出席の株主様へのお土産のご用意はございません。
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